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著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。

まえがき 

この規格は，産業標準化法に基づき，日本産業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が制定した日本

産業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 

 

 



 

 

著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。

日本産業規格          JIS 
 Y 1011：2024 
 

ドローンサービスの品質－ 

ドローンサービス事業者に対するプロセス要求事項 

Requirements related to service quality for  

organizations providing drone services 

 
序文 

この規格の要求事項は，ドローンサービス事業者に対して適用するものであり，適合していることが第

三者によって客観的に実証可能であるように規定している。 

この規格の内容を理解する助けとなるドローンサービスの概念的なプロセスフローチャートと箇条及び

細分箇条との対応を附属書 B に示す。 

1 適用範囲 

この規格は，ドローンサービスの品質に関わる，ドローンサービス事業者に対するプロセス要求事項に

ついて規定する。 

この規格は，ドローンサービス事業者の業種，形態，規模，又は提供するドローンサービスを問わず，

あらゆるドローンサービス事業者に適用する。 

この規格は，無人地上車両（unmanned ground vehicle，UGV），遠隔操作型無人潜水機（remotely operated 

vehicle，ROV）及び自律型無人潜水機（autonomous underwater vehicle，AUV）を用いるサービスには適用

しない。 

注記 UGV は“陸上ドローン”，ROV 及び AUV は“水中ドローン”と呼ばれることがある。 

2 引用規格 

次に掲げる引用規格は，この規格に引用されることによって，その一部又は全部がこの規格の要求事項

を構成している。これらの引用規格は，記載の年の版を適用し，その後の改正版（追補を含む。）は適用し

ない。 

JIS Q 0073:2010 リスクマネジメント－用語 

JIS Q 9000:2015 品質マネジメントシステム－基本及び用語 

3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，次によるほか，JIS Q 9000:2015 及び JIS Q 0073:2010 による。 


